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商店労働の歴史的展開（下）
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1　占い従属関係の残存とその変質

2　百貨店資本の成立と売買過程の変革（以上，第6巻第1号）

3　商店労働における革命と反革命

4　大恐慌と商店労働者の状態（以上，第6巻第2号）

5　第：次戊（戦後における労働組合運動の展開

ほノ　百貨店の復活と新しい波

②　労働条件ぴ）変化と労働組合運動の展開

5　第二次大戦後における労働組合運動の展開

　　　　　　　　（1）百貨店の復活と新しい波

　廃　嘘　か　ら

　終戦後，一時ほとんど機能を停止した生産活動は，昭和25年の朝鮮動乱を

契機として回復の歩みを早めることになった。それにともない，商業活動も

ヤミ取引の時期を脱して，概ね27～30年頃には戦前の状態に近づいたとみる

ことができる。

　いま，戦前の6大都市卸売業小売業事業所数を，戦後はじめて商業統計調

査が実施された昭和27年のそれに比べると，第10表のとおり，絶対的にも相

対的にも，まだかなり差があるようにみえる。しかし，戦前は大恐慌のさ中

で，商人が著るしい過剰現象を呈していた時期であることを考慮すれば，実
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　　第10表

　　　　　　　iF曳｝］if（1932～1936）
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（注、　日本商工会議所　商業（卸売業・小売業）における営業所数・従業員・販売額および手持

　　額の戦前戦後比較表による。

　　原注一戦前は各都市の商業調査書（調査時点：東京昭和7年6月30日，大阪10年12月

　　　　　　31日，京都11年4月30日，名古屋，横浜，神戸7年12月31口），　戦後は昭和27

　　　　　　年商業統計調査（第一次速報）による。戦前と比較するため，戦後の数字から

　　　　　　は飲食店を差引いた区部のみの数字を掲げてある。
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「注）前表注の資料より算：出。1事業所当り従業者数は前表と同じく「大東京」に関するもの

　　であるが，それ以外は旧市域の数字。

質的な差に表面的な数字より少ないとみてさしつかえないだろう。

このうち東京市のみについて，商店の規模等をみれば第11表のとおりで，
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戦前の卸小売業（兼業）という業態区分が戦後は設けられていない（いずれ

か主とする方に分類）ため，正確な比較はできないが，1事業所当り従業者

数は大体同じとみてよいように思われる。

　総従業者中家族従業者の割合は，戦後の方がやや低く，女子従業者の割合

はかなり高い。しかし，家族従業者の割合低下と女子従業者の割合上昇は，

商業における歴史的な傾向であることを考えると，こういう差があるのは，

むしろ当然といえるであろう。大体昭和30年頃までに商業活動が戦前の水準

に復帰したというのは，まず第一にこのような事実にもとついている。

　百貨店の復活

　つぎに，この点を百貨店についてもっと具体的にみることにしよう。最も

重要な売買労働手段である店舗は，戦時中の売場供出，戦災，補修不備など

で著るしく縮小したばかりか，占領軍によって14企業の17店舗，49，612坪

（164千平方メートル）が接収された。もっとも，接収されなくても商品不足

で売場としては使用できず，貸ビルに転用された面積も多かったし，接収さ

れた分については，あとで政府から相当な補償も受け取っている。しかし，

とにかくそういう状況であったものが，だんだん回復して，接収も28年7月

で終りをつげることになった。その足どりを，白木屋の例によってうかがっ

てみよう。

20f「　9月・本店6階を11通に貸室，10月・本店2階を鎌倉文庫に貸室。

2Kl　6月・本店を商工省貿易庁に貸室，7Jj・占領軍により本店1階，地下1階接
収。

22年　3月・本店の一部を日本放送協会に貸室。

23年　3月・本店1階を交通公社に貸室，8月・大塚分店の土地建物を運輸省に売却

本店1階を航空案内所に貸室。

24年　7月・本店4階に貸室中の日産化学と契約解除，10月・6階に貸室中の日通と

契約解除，12月・1階に貸室中の航空案内所と契約解除。

25年　1月・本店地上2階までの暖房復旧工事完了，11月・大森分店の売場面積拡充

26f卜　2月・大森分店2階売場拡張，、3月・本店地下鉄入口通路を売場に拡張，11

月・本店5，6階まで売場拡張。



られるように，実質売上高は27～

30年には戦前（9～11年平均）の

80％から90％に［｜il復し，31年以後

これを．f：廻った。また，売・ヒ高対

純益率は，24年まで低水準を続：ナ

たが，25年～271ドL二は2％となり，

28年からさらにそれを若丁上廻っ

て，ほぶ正常の状態に近づいた。

なお，同店の社史て売上高と従業

者数の両方が記載されている，戦

前，戦後の2時点について，1人

当り売上高（昭和9～11年基主隼実

質価額）を，比較すると，昭和5

年11，598円，同25年11，355円で，
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　27年　2月・本店7階食堂を大拡張，5月・占領軍より全面接収解除を受け，直ちに

　　修復工事に入る，6月・修復なり全館開店，12月・高円寺分店開店。

28年　5月・木原店側に事務館｛（295坪）増築。

　31年　2月・伴伝跡の増築工事に着手，3月・大森分店改装，9月・本店東館増築，

　　　11月・最新式エスカレーター工事完成。

　32年　3月・全館増築完成。

　なお，日本百貨店協会加盟店全体の店舗使用面積は，昭和13年～16年が

1，253千平方メートル，17年以後漸減して，20年に540千平方メートルとな

る。その後，漸増して28年1，208千平方メートルと戦前水準に近づき，翌29

年には1，317千平方メートルに達してこの水準をこえた。同じ資料て従業者

数をみると，昭和14年の74，348人をピークに20年は19，　987人まで減少，これ

が戦前水準をこえたのは33年（75，727人）であった。

　つざに，売上高と純益について，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第12表　　松坂屋の売上高と沌益斗く

松坂屋の例をあげる。第12表にみ　．　．・　　一一一一．・’一一一．　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売上高蛎敗Eラ芒」がよ1「

　　　　　　　（CJ～11年ll跳）1純フ；iit率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ll召不日211ド（1946）　　　　　　　　28．．1　　　　　　　1．0

　　22　　．　　40・81　0・6
　　23　　　　　　．　　　　　　　30．2　　！　　　　1．0

：；　　　91Xll：

　　2U　　　　　69・7｛　2・0
　　27　　　　　　　　　　　　　82．8　　1　　　　二，〔｝

　　2s　　　　9・．61　、．、

　　29　　　　82．・1・．・
　　・・　　　　S9．・1・．・
　　31　　　　　　　　　　　　103．7　［　　　　2、3

　　32　　　　110・71　2・3
　　33　　　　　　　　　　　　　116．1　　‘　　　　L，．2

　　34　　　　136・41　2・2
　　35　　　　159・71　2・・1

（注）松坂屋・新版店史概要所収の売上高を

　　　日銀小売物価指数により換算し，9～

　　　11年平均を基準として指数化した。
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この面では当時すてに戦前の98％に達していたことが知られる。

　労働組合の誕生

　明治37年5刀29日の「平民新聞」は，外国新聞記事の紹介欄で，イギリス商

店労働者の組合年次大会が労働時間の短縮と，不当解雇に対抗するストライ

キ基金の積立の2件を決議したことを報じている。そうして，「我国に於て

も，商家奉公人の位地は工場労働者の位地と少しも異なるなきが故に，吾人

は一日も早く商家奉公人労働組合の組織せられんことを希望す」と結んでい

る。おそらく，商店労働者に対する労働組合結成の呼びかけとしては，日本

で最も古く，かつ数少ないものの一つではないであろうか。前号に述べたと

おり，ずっとおくれて，昭和初頭の大恐慌下に，やっと組合結成の胎動がみ

られたが，これも「赤狩り」によって無残に踏みにじられた。商店労働者の

組合運動は，第二次大戦後，復活の途上にある百貨店を重要な拠点として，

ようやくその緒についたのである。30年頃までの主な百貨店労働組合結成の
　　　　くり

足どりはつぎのとおり。

昭和21年・松屋，白木屋，神戸一卜合，大丸各店，松坂屋各店，こ・越各店，岩田屋，大

　　　　　阪十合，高島屋各店，伊勢丹，福屋，捧二森屋，旭屋，藤井大丸
　　　　2二｛ド’ノL戊十i松h圭，　JitLX：∠♪戊卜，　Ji［L1．Yf，　IVζ急，　1悠lir奇，　プ〈蕃口，　ノ」、イイこ，　ノ｛力埼屋，　［⊥1戊杉屋，

　　　　　宮崎川形屋．

　　23fil・小美屋，高知大丸，東横，田中屋，大見高島屋

　　24年・さいか屋，大丸（改組），八幡丸物

　　二5年・JSL物岐卓，丸光，鳥J［／大丸

　　二U年・やまとやしき，豊橋丸物

　　27年・＿三越（分裂），中村，十6（改粗），高島屋（分裂），同政

　　2S年・ちまきや八木，博多人丸，川弘，ド関大丸

　　29（卜・山城屋

　　30年・だるまや．トキノ・，福岡玉屋，浜屋，名鉄，長野九光

　　　：」1：ド・！」、倉三玉巳，｛傍，川崎さいカi占ミ

　　32年・阪神，‘∫‘｝田屋（分裂），十合東京，川徳

　　33年・東京丸物，佐世保玉屋

店舗別企業別組合のこのような増加に基づいて，24年10月，全日本百貨店
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労働組合連合会が組織された。

　　　　　　　第13表　　終戦直後の労働組合放，川合員数

・　‘k　元…卸．言業小売桑iその他‘
ミ区　　分一　　一．一　　　一一　　　　　　　　　l　　　I　　　l　　一
　　　　　組合数；1冶員数，＊旧激辛1恰1撒組合数組韻数組∫激．：‖m∫傲

‘一．

　一「　一　　　

・・

人　　一一一一一人．　　　　　

人　　　　　人
昭和22年　　800　159，328　151　22，584　　273　46，　57．1．　376　90，170
　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　：　　　　　　　　‘　　　　　　　　1
　　23　　1294　189，815‘408　46，121　527　83．351｜358　60，・343：

　　24　1、。7192，，。538、57，，i、・6、466，・25137968，64・！
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　

　
1

　（注）　労働省，労働組合基本調査（各年）｝こよる。

　終戦直後における年々の商業関係労働組合数および組合員数は，第13表に

しめされている。卸売業は表に掲げた34p間にわたり，組合数も組合員数も

着実に増加したが，小売業では，組合数は一貫して増加したものの，組合員

数は24年の方が前年より減少しており，曲折のはげしいことをしめしている

（終戦直後の混乱期で統計上の問題もあるかもしれない）。「その他」の組合

員数は，22年が3年間のうちで最高であった。そういう差はありながらも，

商業全体では組合数，組合員数ともに増加しつつあった。25年以後は統計が

卸売業小売業に一本化されて，残念ながらその内訳を知ることができない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　てり
さし当り30年までの分を列記するとつざのとおりである。

25年

26

27

28

29

30

組合数

1，354

1，017

1，351

1，358

1，445

1，715

組合n数

166，464ノ＼

111，909

139，424

142，151

150，678

165，863

　以一ヒの数字は，商店労働者の労働組合運動が，昭和26年に，何らかのtfi［大

な転換点にさしかかったことをしめしている。そして，それを象徴する事件
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が，当時一世の注目を集めた，三越のストライキにほかならない。

　三越のスト
　戦争によって，小売業者が厄大な打撃をこうむったのは事実であるが，商

店労働者の被害は，およそそれとは比べものにならないほど大きかった。彼

等の多くは戦場に生命そのものを失い，親兄弟と別れ，よやうく生き残った

ものも住むに家なく，その口その口の食料買い出しに追われ，資本救済のた

めのインフレ政策によって，タケノコ生活を余儀なくされた。そういう情勢

の中で労働組合が急速に発展したのは，当然すぎるほど当然であった。

　いうまでもなく，当時の商業関係労働組合にとっては，組合員の生活の擁

護がまず第一の任務であった。しかしそれと同時に，というよりぱむしろそ

のために，といった方がよいかも知れないが，古い丁稚制度の残存物と，そ

の後に持ち込まれた「軍事的・封建的」統W；の復活を防止し，これを粉砕す

ることが焦眉の急であった。そういう事情，とくに生活の擁護という点は，

あらゆる産業に共通しており，だからこそ，長谷川一夫さんさえ一時はスト

の旗をふりかざしたのだが，低劣な労働条件と，古い従属関係に悩まされて

きた商店労働者にとって，とり分けiP：要な意味を持っていたのはいうまでも

なかろう。

　商業関係のストライキは，24年30f’1・（参加人員9，599人），25年30件（15，

137人），26年31件（27，382人），27年20件（17，622人），28年21件（3，947人），

29年25件（19，704人），30年32件（17，465人），31年34件（20，163人），32年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め66件（70，116人）と推移した。うち百貨店関係の主なものは，24年12月八幡

丸物2日間ス1・，25年4月九州松屋14rl間スト，26年6月東横定時出勤，7

月三越東京3店定時出勤，12月三越東京3店48時間スト，27年4，5刀高島

屋各店超勤拒否および時限スト（以上数回），　5月福屋24時間スト，29年5

月福屋24時間スト，9月山城屋約1ヵ月間スト，30年5，6月下関大丸8日

間スト，32年3～5月岩田屋スト，6月博多大丸時限スト，33年4～7月同

（3回）となっている。
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　さて，労働省の「資料労働運動史」によって，これらのなかの典型である

三越ストの経過をたどってみよう。

　昭和26年5月2日，組合は17，000円ベース（当時9，300円）の賃金要求を

行なったが，6月19日交渉が決裂したため，組合は直ちに都労委に調停を申

請，7月19日都労委調停案16，600円ベースをもって妥結した（組合は無条件

受諾，会社は4条件を付す）。　ことの発端となった賃金問題はこれで一応解

決したのだが，たまたま交渉期間中に，休日営業時間延長の協定が切れたの

で，組合中闘は6月19日，一時その締結拒否（賃金問題解決後の7月24日撤

回）を各店に指令，7月17日，東京3店は会社側が都労委調停案に付した4

条件の撤回を求めて一せいに定時出勤を行なった。同日午後には会社も4条

件撤回に同意して，一一・teんはすべて落着したかにみえたものの，9月25日に

至り，会社側が定時出勤に対する責任追求の態度を明らかにし，10月25日組

合3役および中闘委員6名の懲戒解雇，中闘委員9名の謎責処分を発表した

ことから，粉争は全く新らしい局面を迎えた。組合側は直ちにこれを拒否，

闘争宣言を発するとともに，東京地裁に「身分保全の仮処分」を申請，都労’

委に対しては不当労働行為の提訴を行なった。この事態を前にし，総評は武

藤議長の名をもって，三越社長に「総評400万の組織をあげて全三越の応援

を決意する」旨の警告文を発し，全百連（全日本百貨店労働組合連合会）も

また，ゼネストその他の手段で三越争議応援の方針を決定した。その後，組

合側の団体交渉要求を，会社側が数次にわたって拒否したため，組合は12月

8日，「12月12日24時間スト」を会社側に通告した。事態を重視した都労委

の斡施によりこのストはひとまず中止されたが，地裁，都労委の斡施に対し

会社側は言を左右にしてあくまで懲戒処分の方針をゆずらなかったため，12

月18日，19の両日，つい1こストライキが決行されることとなったのである。

　当日の新聞は，ストの模様をつぎのように書いている。

　「日本橋の本店では外部団体の応援を得て約五百名の組合員が四つの入口

にがん張りスクラムを組み，労働歌を歌って出勤時サラリーマンの足をとめ



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商’店労働の歴史的EJi2開（ド）　　41

させた。会社側ては臨時雇の学生アルバイト，出入商人など約500名が5階

以下の各売場に配置につき，10時開店したが，店内はひっそり閑としてい

た。そのなかを、暴力絶対反対’、XとのぼりをJt二てた日蓮宗の行者が太荻をた

たきながら店外をぐるぐる回ったり，心配顔の買物婦人などが店外にたたず

　　　　　　　　　　イリんでなりゆきを見ていた。」

　12月21日，都労委は懲戒処分を一応撤回し，第三者の仲裁に附すること，

今回の紛争に関し組合員の差別待遇をしないこと，当事者双法が労組法上お

よび労働協約上の権利義務を遵守することなどを中心とする斡旋案を提示，

労組側はこれを受諾したが，会社側は文書をもって拒否，ついで27日，東京

地裁から会社側負訴の判決が出された。

　ところが，それでもなお問題は結着しなかった。会社側では，こんどは12

月18，19日に行なわれたストライキに違法があったとして，その責任追求に

乗り出し、紛争は第三の局面を迎えることとなった。組合側は27年2月5

日，都労委に，会社側が不当労働行為の意向を依然あらためない旨の上申書

を提出，2月7日，都労委は「被申立人は，申立人組合の組合活動に関し正

当な理由なくして，組合執行機関の構成員たる従業nを解雇等の懲戒に処し

その他不利益な取扱をしてはならない」との裁定を下した。これで会社側も

やむなく一たんは引下ったものの，27年7月17口に至り，可びス1・責任追求

の挙に出た。そういうことが可能であったのは，たまたまこの時期に政治経

済情勢の大きな転換，その上ての労働運動全休の旋回、うミはじまり，そして，

より具体的にほ，26年末のスト直後に起った三越労紐の分裂があったからで

あろう。組合側はこの件について，27年8Jj　5日，再び東京地裁に提訴した

が，まさに天の時、人の和を失って次第に孤㍑し，その後長い曲折を経たの

ち，35年1月1311，全・⊃i韮労組残留者8名の退職によ’って，ようやく事件は

終止符を打った。

　両者のいい分

　昭和38年に出た「三越労連十年史」の冒頭に載っている1三越労連結成と
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その背景」の項は，第二組合結成の事情をつぎのように説明していろ，

　「全三越労組と会社との対決の直接の契機は以一ヒの通りでありますが、組

織内部は極端な秘密主義と幹部独裁に終始し，専従書記，新宿銀座支部の1見

従書記は共に共産党員が之に当り，論理のすりかえと極めて巧妙なる方法に

よって外部勢力と一部グループの権力支配を許し，自主性を喪失してその圧

力の中で，百貨店の公共性を無視し，組合員の信頼を裏切り，一方的な大会

運営により反対を無視して無暴なストライキへの途を狂奔していたのが実状

であります。……

　この間の事情は，

　一アメリカの占領政策の一環として，三越の売上げは三井銀行を通し朝

鮮侵略に使われている，そこに三越のストライキは大きい意義を持つ……デ

パートの労働者の革命に対する役割りは他の労働部隊の兵姑部隊としての役

割りを果すものだとする…（日共，都中部地区協議会194955年党活動総括

より）

　一三越のストライキは，共産党中央及び都委員会グループの1年にわた

る事務労働者統一運動の成果である（昭和27年1月，口共球根裁培法、第2

巻第25号）

　によっても明らかなところであり，これは，最早，単なる三越の労働運動

とは云えないと思います。……

　ここに敢然と起ち上り，外部勢力と一部幹部に函断された全三越労組を否

定して，躁躍された私達のr生活の基盤である二越を守る』ために批判勢力

を結集して新しい組合活動を開始し，従業員を恐怖と混迷から解放し，嘗て

ない三越の危機を救い，今日の繁栄の基盤を築いたのは二越に働く従業員の

　　　　　　　　　　　　　　　　の
洞察と勇気とであったのであります。」

　しかし，この、llの出版から7年後の昭和45年，当時の全二越労組ILt　ll’己長は

週刊誌の記者につぎのとおり語った。

　　「もちろん，ぼくも解雇処分を受けていた一人だけど，ああいうストが起
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きたのは，百貨店というものが，表面はきれいでも，労働時間も長く不満だ

らけの職場だからです。今でこそ百貨店は多くの子女のあこがれの職場だけ

ど，昭和25，6年ごろは，給料が安く，いくら入れても次々にやめていく。会

社側もいやだったらやめていけっていう調子でした。「三越」の争議はイデ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆナロギーやなんかからじゃなく，クソマジメな正義感から起ったんです…」

　前者の指摘しているような，政党の誤謬や幹部の独走があったにして4，，

後者の述べるようなタ」硝がなかったならば，やはりストライキまで決行する

ことは出来なかったのではないか。資料労働運動史には，まだこの問題の係

争中に出た読売新聞のつぎの論評が掲げられている。

　　「組合がわが団体交渉を開くことを求めたとき，これに応じないのは，それ自体一

つの不当労働行為ではないかと疑われる。だがそれはとにかくとして，この争議の原

囚から争議の経過，会社のスト対策など見てくると実際には争議の最も根本的な原因

は表面上のものよりはもっともっと深い所にあるように思われる。具休的な川題とし

　て，不当労働行為などを理山として全従業員がストに起っというようなことは，いか

に結束の川い組汀でもなかなかでき難いことなのであるが，争議の経験も乏しいこの

　ような川合で，このように果敢に遂行されたということ自体が，深い原因がどこかに

ひそんでいることを語っているように思われる。それが一体何であるか。かるがるし

　く論断を・ドすわけに：よいかないかもしれないが，概括して経営者の労働氾合に対する

無理解あるいは従菜員の権利に対する無理解が認められるのではなかろうか。」

　だから，全三越を割って出て，第二組合の最初の委員長になった人でさ

え，　「この事件は又，経営者0｛llの蒙を開くにも意義はあったのでしよう」と

いっているのである。

　政党と労働組合の関係とか，組合の運営方法とか，あるいわまたスト行為

に違法性があったかなかったかとか，そういう点については多くの問題があ

るかもしれないが，維新以後の商店労働のあゆみを歴史的に観察して来て，

その延長線上にこのストをすえてみると，まさに起るべくして起ったという

感が深いのである。そうして，古い従属関係の復活をもくろむ経営者に，あ

の時点で，重大な警告を発したという歴史的な意義は，決して抹殺すること

ができないのではなかろうか。
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　セルフサービスの登場

　戦前の百貨店法は，終戦直後の昭和22年に廃止されたが，その後における

百貨店の急速な復活，朝鮮動乱後の反動不況に際会して，一般小売業者の間

から再びその必要が呼ばれはじめ，31年6月，新しい百貨店法が施行され

た。労働条件に関連する11頭だけthってみると，休業n数は東京都の区部お

よびそれ以外の6大都市でぱ月4日（戦前は3口），その他の都市では2口

（戦前は1日），閉店時刻は原則として午后6時（戦前は4～10月午后7時，

11～3月午后6時）としている。百貨店法は商店労働者の保護を目的とする

区　　分

第14表　　百貨店の休業日数別店舗数（昭和30年）

合　言卜　無　休　月1回

6　月　　　　106

12　月　　　　106

（注）東京商工会議所

　　　　　　第15表
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百貨店法関係資料（He｛和31年5月）による。

　　　百貨店の閉店時亥1別店舗数（昭和〔10年）

　　　　　　　　．一．　　1　　　　　　．．　　‘
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（1’1三）前表；こ同じづ12月1：r記1伐を欠くため11Jjとしたが，お≡らく12月に：よ大「hな時lU］延長が

　　行なわれたものと推定される。

ものではないが，休llgl日と営業時間の規制によって，間接にその効果が発揮

されることになるのは，戦前の場合と同じである。ちなみに，新法施行前の

百貨店の営業状態をみると第14表，第15表のとおりで，上記の間接的効果が

いかに大きいか明瞭である。

　反百貨店運動とあい前後して，購買会，消費生活協同組合を規制しようと

する，小売業者の運動も広まった。戦前，反百貨店運動と反産（反産業組合）
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運動が併行して行なわれた歴史を，ほとんどそのまま繰り返したのであり，

運動を担当した各種団体の幹部の中には，戦前の「闘士」もまれでなかっ

た。34年4月に成立した小売商業調整特別措置法に，この「新版反産運動」

の成果が盛り込まれている。

　以上の経過で，一般小売業者の希望は一応達成されることになったものの

この二度日の歴史の繰り返しは，結局のところ，一場の喜劇にすぎなか・，

た。なぜかというと，まさにこの時期に，百貨店でも購買会・消費生活協同

組合でもなく，したがって上記の法律ではほとんど規制することの困難な新

しい革新の波が，すでに水平線上に姿をあらわしていたからである。

　かって，資木主義の初期に生起した売買技術の革新は，座売り式から陳列

式への移行を中心とするものであった。そして，独占段階のいま，打ちよせ

て来た新しい革新の波は，陳列対面販売からセルフサービスへの移行であ

る。独占段階でなぜこのような移行がぱじまったかという点については，お

よそつぎの点が指摘できるだろう。（1）大メーカーないしその代理商などの行

なう大規模な広告宣伝等によって，売買労働の15：点が，店舗内部での売手と

買手の折衝から，ますます多くそれ以前の段階の，まだ店舗外にある不特定

多数を対象とする売りの労働に移されたこと。i2）それと裏腹の関係にあるの

だが，特定の商品種類の中で，独占的企業の製品が圧倒的なシエアーをしめ

ることになり，製品の差別化が進み，そのブランド名が買手の意識に深く滲

透させられたこと。（3）商品が工場を離れる前に適当な分品に分割さ21，小売

店ですぐ売れる形に事1而包装され，品質，使用法などの表示（それに多くの

欺瞬1が含まれているにしても）もなされるようになったこと。（4）他方では都

市化が著るしく進行し，所得水準，趣味，嗜好，購買行動などに類似のパタ

ー ンを有する人口が大巾に増加したこと。

　セルフサービスの導入によって，売場に常時必要な従業者は，商品の補充

や万引防止のための監視要員を除けば，通常店の出口にある勘定場で，レジ

スターをたたくチエッカーと，商品を紙袋に詰めて手渡すサッカー位のもの
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となった。もちろん，それにかわって後方勤務の人員が増加するには違いな

いが，全体として百貨店と同等以上の「技術的構成」に達しているのは，つ

ぎの数字を見ても明らかである。

　　　　　第16表　　常時従業者1人当り売場面積（昭和43年）　（㎡）

1一般小売店　：iu”　貨　店　‘セルフサービス店　　割　賦　店　；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

戸．…M，6．i’一‥一㌫一Kl’一一・・一・　一一…：ここ］

　（注）通産省　わが国の商業（1971）。

　　　百貨店は産業分類上の百貨店（50人以上）からセルフサービス店を除いたもの。

　セルフサービスに適する商品には一定の限界（主として日用品）があるに

も拘わらず，その販売額は急速に増加し，小売総販売額のなかでの割合も39

年の4．7％から45年には9．0％（百貨店法の適用対象となる百貨店のシエアー

ぱ9⑨％）へ拡大した。

　割賦販売の普及

　価値の形態転化は，大別すれば商品と貨幣の即時交換，すなわち現金販売

と，信用販売の2種に分れる。

　かって，農業が支配的な産業であった時代には，農産物収穫の周期性に応

じた長期の信用販売が普通の形態であった。だから，江戸時代の商人は，

「大晦日は一口千金」として，この日の掛けとりに狂奔したのである。資本

主義の社会になって，日本では月給制が普及し，小売業者の掛売りも月末決

済が普通の形となった。

　ところで，小売業者の現金販売と信用販売の割合には，戦前，地方によっ

て非常に顕著な差がみられたことは興味がふかい。たとえぽ東京市と大阪市

を比較すると第17表のとおり，東京市では掛売りが支配的であったのに対し

大阪市では逆に現金販売が中心であったのである。

　大阪市の場合，別に販売金額について現金と掛売りの比率が計算されてお

り，それによると前者57．0％，後者43．0％となっている。もし，これと同様



第17表
1

‘分　区　合計

（編潟100・o

大阪市　　　　　　100．0　　　4．5
（昭和10年）
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　　現金販売の割合別商店数構成比（戦前）　（％）

・％懸鶏篇1㌶辮1・・％
57．8　　　　3．0　　　　9．1　　　11．4　　　12．9　　　　5．8

1．9 9．3 6．1　　　12．4　　　16．3　　　49．5

（注）東京市役所「東京市商業調査書」（旧市域）および大阪市役所「大阪市商業調査概要」に

　　よる。ただし，東京の調査書では，現金0割，同1割，同2割等々の区分になっていて，

　　その中間がない。この表で100　％未満としたのは原表で現金9割となっているが，大阪

　　市の調査に合せて一応上のように表示した。

に東京市についても販売金額についての割合が計算されていたならば，大阪

の場合から推定しておそらく現金3～4割，掛売り6～7割に上ったのでは

なかろうか。このように，大きな地域差があったのではあるが，現金販売の

発達していた大阪でさえも，なお小売販売額の4割は掛売りであったことが

注Uされねばならない。

　戦争にともなう物資欠乏とインフレーションが，少なくとも大都市ではこ

の古い信用体系をほとんど廃滅させたが，経済の復興につれて，小売業者の

販売促進策として蘇生し，さいきんでは，市部郡部合せた全国平均で小売総

販売額の約27％をしめている。しかし，ここで取り上げようとしているのは，

このような古い形の掛売りではなく，資本主義の独占段階に照応して出現し

た新しい信用販売，すなわち割賦販売である。

　割賦販売は，何よりもまず，高額の耐久消費財が，大量生産されるという

生産力の高度の発展と，サラリーマンその他定期的な所得に依存する階層の

増大を前提としており，所得の得られる期間に照応して，日賦，週賦，月賦

半年賦，年賦などに分れる。日川品中心のセノレフサービス現金販売と全く逆

の売買技術を駆使することになるのだが，その経済的社会的背景は両者に共

通しているのである。

　H本でも，すでに明治末から一部の業者がこれを開始しているが，広く行
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なわれるようになったのはやはり昭和に入ってからで，戦後は，家庭用電気

機械器具や自動車の普及を柱としてひろまった。小売総販売額のうち割賦販

売のしめる割合は，33年の4．9％から39年7．3％に達したあと足踏み状態を続

け，45年で7．0％となっている。（昭和42年の産業分類改正まで，自動車’］・売

業という分類がなかったため，これらの数字には，自動車の分が含まれてい

ない。）　耐久消費財の普及が一巡したこと，割賦販売が金融機関の行こう消

費者金融によって代持されつつあることが1巨：要な原因であろう。信川販売に

は，以上の掛売り，割賦販売のほかに中小の小売業者を中心と＋るチナ・卜

販売がある。ここでは，それが45年に小売総販売額の1．4％にすぎす，年々

相対的地位が低下しつつあることだけを指摘しておこう。

　チェーンストアの発展

　セルフサービスや割賦販売などの売買技術を駆使しながら、小売大資］1：は

新しい発展段階をむかえた。チエーンストアの成長がそれて］ス）るっ

　かって，小売大資本のほとんど唯一の形態であった百貨店は、た都市の中

心部に巨大な店舗を構え，買回品中心にあらゆる商品を網羅して遠近力客を

吸収した。これも出現した当初は，たちまち一般の中小業者を］ミ滅ざ≡る・り

ではないかと恐れられたのであるが，たとえ法的な規制が｝！1’‘：いとしてミ．一・

つの店舗の商圏にはどうしても超えることのできない物理的な限ソ1〔があり，

それを超えるには多店舗化以外に方法はない。も一，とも，ごく狭い範囲での

多店舗化は，すでに古くから行なわれていた。そうして，それ1、資本集籏の

表現であるには相遼ないが，f川々の店舗が別々に運営されている川は，ただ

利潤の壮的t／拡大につながるだけで，利潤率の上日は望めなかった。ところ

が，本部での一括仕人に代表される全店舗の統一的な運営がはじまり，店舗

数が10店以・Eというような規模に達すると，ド「貨店では実現できなか・った個

々の商品ごとの売買大量化が可能となり，仕入価格の低下と売買費用の節約

を通じて超過利潤が発生する。そうして，その一部を販売価格の引下1ずに振

り向けることにより，資本回転率を著るしく高め，これが超過利潤をさらに
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高めることとなった。

　欧米では，チニーンストアが百貨店にきびすを接して発展した。ところ

が，日本では社会的経済的条件の差によってその展開がほとんど見ら．れない

うちに戦争に突入し，戦後，さきにのべた売買技術の変革とほとんど時を同

じくして発展の緒につくことになった。ここでは，チー．　Hンストアにつ1．・て

詳説するのが「川勺ではないから，これ以上の論及はさし控えるが，従来，百

貨店以外には，ほとんど存在しないといってよい状態だった小売菜の労働組

合運動にも，これによって，全く新しい大きな活動分野が開けることにな’・

たのである。

　コンピューターの役割り

　以上のほか，商店労働の一環である輸送・保管についての技術革新も，む

ろん見落すことはできない。しかし，ここでは商業のみならず全産業分野に

わたり，生産流通の総過程について，現に玉大な変革をひき起しつつあるし

こんご，はかり知れないほどの影響を及ぼすと考えられるコンビ＝－t・リゼ

ー ションについて一言触れておくことにしよう。

　いまでは，まだやっと端緒についたばかりではあるが，コンピューターの

導入によって，小売業者が多数の商品を，個々の品日ごとに，しかも時々刻

々の流れを追って管理することがようやく可能になろうとしている。1、・うな

らば，その点では市場を動かしていた「見えざる手」が，たとえおぼろ気に

ではあっても見えかけて来ているのである。そうして，従来多年の経験と鋭

いカンに依存せざるを得なかった仕入その他の分野も，不熟練労働ないし機

械そのものの操作に委ねられる可能性を拡大した。こうして，売買過程は長

い歴史の中で，おそらく最大の変革期にさしかかったのである。しかし，市

場を動かす手が見えるということと，その手を個々の企業が自分の思い通り

に動かすことができるということは全く別であって，これで直ちに市場経済

の無政府制がなくなるということではない。そうして，当面はこれが’」・売大

企業の資本の集積・集中を進める最有力な武器として，巨大な威力を発揮す
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ることになるであろうこともたしかである。が，それと同時に，買手の全く

自由な商品の選択を許しながら，しかも消費財の社会的計画的な生産と流通

を可能にする手段を，人間は，いまはじめて手に入れようとしているという

ことも，同様にたしかではないであろうか。

　いままで述べて来たような事情によって，商店労働の内容に第18表のよう

な変化が起った。この表のr販売」は，いわゆる「人的販売」　（personal

selling）を意味七不特定多数を対象とする売りの労働は，「専門技術」，

　‘13：務一、「サービス」などに含められているものと思われる。第19表は，こ

区

第18表
i　－

：技術的

卸売業小売業従業者の仕事別構成の推移（％）

分剛的管嬢事務

昭和30年！

　　35年

　　4し）年

　　50年i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　l

（川

0，8

0．6

0．7

0．6

3．1

3．5

4．2

5．2

7．5

10．5

13．7

19．8

酬誓編販売
　　　．者

1，5

2．2

2．0

2．6

サービス その他

10．8　　　68．1　　　　8．0

15，0　　　58．2　　　　9，7

12．3　　　55．8　　　11．1

13．9　　　43．5　　　14．3

　日経流通新聞　昭和47年5月3日号。

　原注一昭和30～40年総理11府国勢調査D

　　　　昭和50年r経済審議会労働力研究委員会報告書」。

，l！19表　　規模別にみた卸売業小売業（小規模）6ピ業者の仕事別構成（％）

区　　　分

ir　　　言1・

30　～　49人

1〔｝～29

5　～　9

1　～　4

管理監督

　　6．3

　　8．0

　　7，2

　　・1．4

　　4，0

事　　務　　製　　造　　販

18，3

20．6

20．0

18，5

9．5

13．4

12．3

14．7

13．7

12，7

　売

49．4

49．6

42．3

52，7

58，7

0．3

0，4

0．2

0．2

その他

　　12．6

　　9，5

　　15．8

　　10，7

　　15．1

tu：．‘東京都小規模事業所労使関係実態調査結果（昭和46年2月）。集計対象人員848人。
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れとやや表現をことにするが，ほぼ同じ観点で小規模企業につき規模別の状

況を明らかにしており，規模大なるほど直接的な「人的販売」の比重が減ず

ることを如実にあらわしている。

　女性化の進展

　売買過程の革新，大資本の成長，高度成長下での労働力不足などを背景と

して，労働力の質にも大きな変化が起った。

　そのまず第一は，家族従業者の比市：の低下で，小売業全体の常時従業者の

うち、個人事業主と家族従業者のしめる割合は，昭和27年当時には71．8％に

のぼったが，35年には59　．8％，そして43年には53．0まで％低下した。小売大

資本の成長と，家族従業者の圧倒的に多い零細企業の比屯の低下によるとこ

ろが大きいと考えられる。家族従業者とは逆に，常時従業者のうち女性の割

合は，第20表のしめすとおり一貫して増加し続け，37年以後はついに男性の

割frをこえて過半数をしめることとなった。

　一般小売店においても，生産者や卸売業者による広告宣伝活動，販売促進

活動の強化，事前包装の普及などにつれて，小売業者に委ねられる労働が，

ますます単純な商品と貨幣の受渡しに限定されつつあるのが，その大きな背

景てある。百貨店・セル　　第20表　常時従業者中女陪胎の推移（％）

フAi　一ビス店の場合は，

すてにのべたとおり，一

般小売店に比べて女子の

割台が著るしく高い。し

たが’，て，小売総従業者

のなかでこれらの店舗の

従業者のしめる割合が増

加したことも，女性化の

進展した一つの理由とな

・・，ていよう。

区　　分　　小売業計
　　　　ミセルフサ
百貨店　　　　1一ビス店

日召禾n33膓ド

　　35年

　　37年

　　39年

　　41年

　　43年

46．1

47．9

50．6

52．0

51．4

52．4

61．5

61．2

61．6

60．5

60．3

59．6

68．9

67．2

66．0

（注）小売業計およびセルフサーピス店は「わが国の商

　業」。百貨店は日本百貨店協会加盟店分（各年12月末

　日）で，45年59．1，46年59．1である。
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　ただこの両者の場合，女子の割合が絶対的にはなお高水準にあるものの，

近年やや低下する傾向がみうけられる。おそらく，チェーン化の進展にとも

なって，チェーンオペレーションに必要な特有の熟練労働者や，輸送保管関

係の労働者等が増加したこと，他方，女子の少なからぬ部分が，常用からパ

ー トタイマーに切り換えられつつあることなどが主たる原因であろう，

　パートタイマー

　パートタイマーの比亜が増加しつつある理由は単純でない。大きな背景は

若年労働力の不足であろうが，企業の側からすれば，より安価な労働力を，

組合活動による労使関係のトラブルをほとんど顧慮することなく充用できる

というメリットがある。それに加えて小売業の場合は，売上高の季節変動，

旬別，曜日別，時間帯別の変動が大きいから，パートタイマー利用の「経済

性」は，他産業に比べてとり分け大きいといわねばならない。

　労働省が42年（1～12月）に常時従業者30人以上の事業所について実施し

た雇用管理に関する調査によると，調査産業全体でパートタイマーを使用し

た事業所の割合は28．5％であった。産業別にみてこの割合の最も高1、・のは製

ミ　　｜

i区　分i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　

　
｜

1

！小売業計

11～4人

巴～9
，　10～19

，20～49

150～99｜

100人以上‘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　

　
1

第21表

パーbタイマー使川
　イf無別商店数構bg比

小売業におけるパートタイマー使用状況

計　なし‘あり

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

94．8

96．5

86．O

SI．9

75．3

74．9

57．0

5．2

3，5

14．0

18．1

24．7

25．1

43．0

　　　　　　　　　（％）

時・n∬口i｛立別パートタイマー数林勤戊上ヒ

瑚
時
茜

時
7
未

5
　
問

田
貯
茜

時
5
未

3
　
聞

贋
瀬
時
3
未

d

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

100っ

26．7

20．8

23．6

36．9

14．0

45．6

18．9

25，1

23．6

28．1

25．5

23．8

22．S

31．S

（注）通産省　わが国の商業（1971）所載「第2回商業実態調査」結果。

21．8

24．4

20．6

15．3

15．9

20．5

34．7

7時間
～ s時
1：tlλミ｛櫛」

2F，，3

31．2

27．7

二2．3

16．3

11，1

14．b
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造業で35．8％，不動産業の35．3％がこれにつぎ，卸売業・小売業は33．0％，

逆に最も少ないのは鉱業の4．8％，電気・ガス・水道業の7．4％などとなって

いる。卸売業・小売業の規模別内訳は，30～99人31．8％から500～999人の

50．1％で最高となり，それ以上規模が大きくなるにつれて順次割合が低下す

る。

　労働省の調査は卸売業・小売業が一括して表示されている上に，30人以上

の比較的規模の大きい事業所しか対象とされていない。第21表は，小売業の

みについて，しかもごく零細な規模に至るまでこの関係をあらわしており，

掲げられた規模区分の中では大規模の商店ほどパートタイマーを使用するも

のが多くなる傾向が明白である。

　しかし，これらの統計はすべて事業所数の割合でパートタイマーの使用状

況をあらわしており・充用労働力　　第22表大規模小売業におけるパ＿ト

のうちそれがどの位の比重をしめ　　　　　タイマーの比重

るかを適確にしめしていない。そ

こで，この点を若干の企業につい

て具体的にみると，有力な小売大

企業では，8時間労働に換算して

女子社員の少なくも1割，多い場

合は4割強にも達しており，しか

も近い将来にその割合がいっそう

大巾に増加する傾向にあることが

分るごパートタイー1　一は，かくて，

労働組r「運動の上からみても，き

わめてさし迫ったln要な課題を提

起しているのである。

　新しい熟練

区 画訂の来将

総

る
イ
率

員
す
タ
比

社
対
ト
の

子
に
l
l

女
数
パ
マ

分

ダ　イ　エ

西友ストアー
シ

ユ

ニ

長

コ

l
イ
屋

　

ニ

チ

崎

イトーヨーカ堂

い　つ　み　や

東光ストア
忠　　実　　屋

9％
45

20

12

20

i2

20

20

30

16

？　1

；P，％1

？　i

30

50

40

？　　1

40　　1

30

（注）　［｛経流通祈聞　昭和16fト11月240｝膓。

　　パートタイマーの8時間労働換算人員
　　数を算出し，祉員数に比校した割合。

売買労働過程の変革にともなって，大量の不熟練労働に対する需要が発生
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した半面では，新しいシステムの運営に必要な，従来とは違ったタイプの熟

練労働の必要性も高まって来た。

　　　　　　　　　　じロエ
　日本商工会議所の調査によると，小売業の熟練労働老は，新旧あわせて，

現在，全従業者の約1割程度存在する。職種別では販売関係（価格決定，阪

売促進，販売指導等）や商品関係（産地開発，商品開発，商品知識，商品デ

ザイン，商品仕入等）に多い。しかし，現有熟練労働者の5～6割に当る人

員がなお不足しており，小規模の企業でその傾向が特に著るしい。不足のは

げしい職種は，市場調査関係，コンピューター関係で，売買技術の変化を如

実に反映している。

　以上で労働力の質の側面に関する概観をおわり，賃金その他労働条件に目

を移すことにしょう。

（2）労働条件の変化と労働組合運動の展開

　低い賃金水準

　まず常時従業者30人以上の事業所について，昭和40年を基準とする現金給

与総額の指数（名目）をみると第23表のとおり，卸売業・小売業を一括した

指数は，全産業平均より上昇の程度がやや低くなっている。しかし，卸売業

だけを取れば全産業平均を上廻っているのだから，これが，小売業の低い上

昇によって足を引っ張られた結果であることは明らかで，現に，特掲さ．iiて

いる各種商品小売業の指数が，端的にそれをしめしている。

　つぎに，常時従業者数5～29人の事業所では，30人以上とは逆に，むしろ

卸売業・小売業の方が僅かであるが全産業平均を上廻って・ヒ昇している。も

っとも，この場合にも卸売業の上昇が高く，小売業が低いのは，特掲されて

いる二つの業種からもほぼ推定できる。

　このように，卸売業と小売業では，現金給与総額の増加テンポに差のあろ

ことがまず明らかとなったが，金額の絶対的な大きさにもかなり顕著な差が

ある。第24表のしめすとおり，卸売業の現金給与額は，30人以上と5～29ノ、



第23表
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現金給与総額の推移（％）

区 分 40年

調　査　産　業　　　　100．0

　卸売業小売業　　100．0

　　卸　　売　　業　　100っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　　各種商品小売業　　100．0

　　　磐惣鳶牙ミ莞≡2ま　‘　　100．0

　　飲食料品小売業　　100．0

41年

110．8
（108．5）

110．5
（107．7）

111．0
（108，4）

112．5

42年

123，9
（120．7）

123．3
（119．9）

121，0
（120．4）

123．4

43年

140．8
（141．0）

139．0
（139．5）

144．5
（140．1）

137，2

44年

162．8
（161．8）

161．6
（160．0）

170．9
（165．3）

160，1

ノ

ユ
’

04

9
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　　5
t189：8）　1

188．3
t’ 190．8）　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　

　
1

193．9
194．5）

180，1

（109．0）　　（120．2）　　（143．9）　　（162．ユ）　　（185．4）

（111．4）　　（120．2）　　（139，1）　　（160．2）　　t192．5）

　（注）労働省「労働統計年報」（1970）による。調査産業計および卸売業・小売業計には，こ

　　　こに特掲しない産業・業種が含まれている。　（　）外は30人以上，（　）内は5～29人規

　　　模（事業所）。

　　　　　第24表　　男女別規模別月間給与額（昭和45年平均）　（円）

　　　　　　　　　　　　　　　男　　　　　　　　　　　　女
　　区　　　分　　　　　　　　　　　　　　　　　．．　　．一．　　．．

一一 ．一一一

　一一．口：≡≡29人1二』ノこ［3°ノ・以」・5～29人1～－1・’・

1調査産業計．、認）（91：；1；）（47，857、，鵠：；1；、，昌：劉2、．，、、）

卸売業小売業

　卸　　売　　業

　各種商品小売業

　織物衣服身のま
　わり品小売業

　飲食料品小売業

85，1－10　　66，971

（62，321）　（54，255）　（45，666）

95，7S1　　　76，951

（68，068）　（60，563）

89，961
（64，841）

63，251
（53，0．11）

57，386
（48，837）

45，190
（35，277）

47，768
（35，166）

44，149
（33，211）

36，443
（30，840）　　26．791）

40，071
（32，155）

32，498
（27，533）

33，763
（28，507）

　（注）労働省「労働統ll“年報」（1970）によるD　30人以bJ，，’£一，5人は事釆所規模1～4人は企

　　　業規模。調査産装、1’1’：および卸売業・小売聡計は前表と同じ。　（　）外は現金給｛痴総額，

　　　（）内はうち，きまって支給する額で年、lz均。ただし1～4人は通勤者の45年7月分

規模では，男女ともに全産業平均をかなり大きく超過している。・」・売業の30

人以上規模で特掲されているのは各種商品小売業だけであるが，これも男女
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とも全産業平均より高いものの，卸売業よりはずっと低い。5～29人規模て

特掲されている2種の小売業の場合は，同規模の卸売業に比べてはもちろ

ん、全産類｝え均よりも大巾に低い。本来なら，年令別，勤続年数別，あるい

は学歴別等々に細分し，時間賃金に換算するなどの操作を加えないと正確で

たいが，それに関連する統計は卸売業・小売業一本にまとめられていて，さ

し当り利用できない。しかし，如上のごく大まかな比較からだけでも，中小

小売業の賃金水準が，卸売業や，全産業平均より相当低いと結論しても大過

ないように考えられる。

　小売業の賃金水準が，卸売業に比べて低いのは，売買過程が卸売業よりは

るかに単純化されていること，したがって労働力の熟練度に大きな差がある

ことが、屯要な原因ではなかろうか。そのことは労働力の男女別構成比（小

売業は男子48％女子52％，卸売業は男子69％女子31％一昭和43年）にも現

われている。

　卸売業と小売業の賃金格差は一応それで説明できるにしても，では，中小

小売業の給与水準は，なぜ同じ規模の全産業平均より低いのか。これは日本

だけの現象ではなさそうだから，ますますもって疑問とせざるを得ない。業

者間の過当競争のしわ寄せとか，小規模になるほどウエイトの高い無給の家

族従業者に足を引っ張られるとかいうこともあろうが，そういう点は程度の

差はある1ナれど他の産業でも大体同じではないか。とすると，つぎにのべる

ような住込み制の影響や，労働組合への組織率の極端な低さが，大きな理由

にたバているように考えられる。労働組合の問題はもっと後でまとめて考察

＋る二とにし，ここては，さし当り住込み制の状況だけにふれておこう。

　高い住込みの割合

　か．，て、丁稚は店主の家に住込み，n常座臥の問に技術の奥義を修得する

ととこ，に、半面では家事労働にも無条件で駆使された。今nでは，同じ住込

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リト
kと1．・一’tて4。意味は大いに違って来ているが，労働省の調査によると，常用

労働Z’　1～4人の零細企業では，この形態がなお広汎に残っていて，調査産
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業全体の平均で常用労働者数の32％に達している。産業別にみると，鉱業5

％，建設業19％，製造業22％，卸売業・小売業34％，金融保険業24％，不動

産業13％，運輸通信業16％，サービス業39％で，卸売業・小売業はサービス

業についで高率である。この調査では，卸売業・小売業が一緒になっている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　
が，昭和34年の中小商業基本調査報告書によって，常時従業者数1～4人規

模につき，常用労働者のうち住込みのものの割合をみると，小売業の場合，

報告書に掲載されている7業種のうち，最高は化粧品小売業の55％，最低は

写真材料小売業の38％，7業種合計では47％にのぼるのに対し，卸売業の5

業種の中では最高が婦人子供服卸売業の39％，最低が医薬品卸売業の19％，

5業種合計で30％である。つまり，卸売業・小売業ともに住込みの割合が他

産業に比べて高いが，その中でも，とくに小売業の場合が顕著となっている。

　この原因はなかなか複雑であるが，小零細商店では，売買労働手段である

店舗と，生活手段である住宅の分化が進んでいないのが，大きな背景になっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆていると思われる。戦前（昭和10年）の大阪市調査では，小売店舗の13％が

店舗専用，87％が住宅兼用であり，卸売業では両者の割合は34％：66％であ

った。戦後はどういうわけかこの関係についての包括的な調査がないような

ので，東京電力（株）が吉祥寺，浅草，蒲田の3商店街について実施した断

片的な資料を引用すると，回答小売業者197のうち店舗専用は3件にすぎな

い。その他は，不明42件を除き，すべて住宅兼用で，居住者別にみると，家

族のみ59，使用人のみ20，家族と使用人73である。これからみる限り，店舗

と住宅の分離は戦前の状況から，ほとんど進展していないようにみうけられ

る。小売業における売買労働過程の特殊性や，小零細店に多い年中無休の長

時間営業，経費節減の要請などに基づくものであろう。

　こういう背景の下で，店主は商店労働者を住込ませることにより，彼等の

休日の名目化，労働時間の延長，家事労働への転用，部屋代相当分の賃金引

下げ（この面では家主として機能する）などの「便宜」を獲得する。

　第25表は，卸売業小売業の1～4人規模事業所について，男女別の年間給

、i　　　－：’　　　！1
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　第25表　　昭和45年年間給与総額推計（卸売業，小売業，事業所規模1～・▲ノ、）円）

亘 分

男

女

十一／n

子

子

522，790

656，S．10

398，435

通　　　勤

　　529，508

　　　680，878

　　377017

住 ，込

516．，Sl3

602，S95

↓14．tl）‘

与額（現物給与（食F）評価額を加1算）を比較したものであるが、

合通勤と住込みでは，後者が約78，000円少ないのに，女子の場合は逆に後者

が67，750円多くなっている。別の資料によって，企業規模1～4人の経験年

数別常用労働者数構成比をみると第26表のごとく，男子では通勤と住込kで

ほとんど差がないのに，女子の方は明らかに通勤老の経験年数が相対的に短

かく，住込みのそれが長い。女子では住込みの方が通勤より給与額が大きい

理由は，まず第一にこの点に求められるであろう。と同時に，1～”i人とい

うような零細規模に女子が住込めば，必然的に家事労働の手伝いを行わせら

れることが予想される。通勤者をこえる給与分には，この家‘li：労働手伝いへ

の追加分が暗黙の中に含まれているのではなかろうか（間代を考慮すれば，

この差額はさらに大きくなる）。

　　　　　　　　　　　　　　　第26表
　経験年数別常用労働K’数の割合（卸売業小売業企業規模1～4ノ＼．［lf］和・15fド7Jjノ〔％）

　　　　　　　　　　　男　　　　　　j・　　　　　女　　　　　　1
　区　　　　分
　　　　　　　　　　通　　勤　　住　　込　　通　　勤　　住　　込

（注）労働省「労働統計f｝報」（1970）に掲載されている45年7月分の「月間きまって芝給す

　　る現金給与額」と「月間現物給与（食事）評il∬i額」の合計を12倍し，これに年問特別給与

　　額を加え算出した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　男子の場

10　～　9年

10　　～　　19f卜

20年以上

SO，5

15．7

3．8

8　o、　0

15．5

4．4

91．6

6．7’

ユ．s

76，：‘

］4．、

s、’

．り

（注）　ツチ∬動省　「労’睡卜糸充元卜く卜幸艮」　（1970）　｛こよ　り万｜：日｛o
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　これに反して，男子の方は，年令別や勤続年数に通勤と庄込みでほとんど

差がないのだから，この場合にみられる給与の差額78，000円は，概ねfE込み

の場合の間代相当分とみてよいように思われる。どの程度の宿泊設備が通常

与えられているのか，全く何の調査も存しないが，月平均6～7千円なら，

悪い商売ではなさそうだ。そして，それは表面．ヒ，店主の収入にぱならない

から，課税の対象にもならない筈である。

　このように，商店労働者の住込み制によって店主は有形無形の利益を手に

入れるが，さいきんの労働力不足基調の下では，その利益をあまりあくどく

追求することは不可能であろう。だから，そういうことよりは，労働者を店

主の「家庭」へ分属させることにより，彼等の集団的な接触に由来する経済

的政治的自覚を抑制することの方が，はるかにFli：要なねらいとなっている。

商店街団体などによる商店労働者の共同宿舎建設に対して，政府が長期低利

資金を融通する道を講ずるようになったとき，最初にそれに飛びついた業者

は，共同宿舎に入った商店労働者が賃金その他の労働条件を相互に比較検討

する機会を持ち，改善要求に、フ：ち入りかけたのを見てびっくり仰天した。そ

れ以来，この政策は「大失敗」というらく印を押され，ほとんど顧みる者が

なくなったという’ll：実が，その間の事情を何よりもよく説明している。

　他方，とり分け地方出身者の多い大都市では，商店労働者の側にも住宅不

足や通勤難のため，あえて住込みを選ぶ傾向がみられる。たとえばさきに引

用した中小商業基本調査から，洋品雑貨小問物小売業の例をとると，常用労

働者中住込みのものの割合は全都市平均42％であるのに対し，6大都市では

60％と著るしく高率になっているのも，そういう事情に負うところ大であろ

う。このように，現代の住込み制は，丁稚奉公のそれとは内容がかなり異る

にしても，労使関係近代化の屯大な杜1桔となっていることは否定できない。

　な㍍常用労働者のうち住込みの割合は，中小商業基本調査の結果ては常

時従業者20人以上，とくに30人以上の規模になると，それ以下の規模に比べ

て目立って減少していることを占き添えておこう。
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　退職後の保障にも格差

　給与額の多少を論ずる場合，見落すことのできないもう一つの要素は，退

職後の保障がどの位なされているかということであろう。

　つぎの第27表は，卸売業と小売業について，常用労働者のうち退職後の保

障のあるものの割合を比較したものだが，この面からみても小売業が劣って

いることが歴然としている。第28表は，小売業のうち洋品雑貨小間物小売業

の例により，規模別の状況をしめしたものだが，規模間の格差もまたきわめ

て大きいことが明瞭である。

　　第27表　　退職後の保障の有無および保障方法別常用労働者数の割合　（％）

　　　　　　　　　働者数　　　　とするもの

ll≡目　ゲ己　業（5SVi　Fjft）　　i　　　　　76～89　　　　　　　　　15～32

ノ」、　売　業（7業6｛D　　　　　　　51～71　　　　　　　　11～19

（注）中小商菜基本調査報告li｝（昭和34年10月1日現在）o

　　数字は最も割合の少ない業種と最も多い業種。

　　第28表
　　　　　　　（洋品雑貨・小問物・」・売業）　（％）

1’ r　　　　d’　‘　1～2ノ＼　　3～4ノ＼　　5～9ノ＼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　‘

　　　57．S　　　　　31．6　　　　　36．5　　　　　60，8

47～57

33～47

2～4

3～9

商店の規模別にみた退職後の保障のある常用労働者数の割く「

10～19人：20～29人　30人以上

69，5 91．：1 88．3

｛：．E）出所前去に同じっ

　昭和41年10月に東京商工会議所が卸売業者243，小売業者143から回答を得

　　　　　　　　　　　　　　　くゆ
たi商店における退職金の実態」によると、退職金規定のあるものは卸売業

75％，小売業50％で，やはり小売業の方が劣っており，規模別の格差も，卸

売業，小売業ともに著るしい。退職金規定のない場合でも業者の「はら」で

なにがしの金は出すのが普通だろうが，それさえ，「とくに考えていない」と

答えたものが卸売業では規定のない業者の13％，小売業では24％にのぼるc



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商店労働の歴史的展開（下）　　61

この比率を小売業だけについて規模別にみると．従業者10人以下25％，11～

30人20％，31人以上は0である。小零細店の従業者は，普断の低賃金を耐え

しのんだすえ，いざ退職という時になっても，大きなハンディギャップを負

わねばならないo

　休業日と営業時間

　つぎに，休nと労働時間を検討するが，商店の休業i」および営業時間は，

二れと密接な関連を有するから，まずその動きをみておくことにしよう。

　一般小売店の中から，第29表にには洋品雑貨・小間物小売業の例を選んで

掲げておいた。戦前は前号第6表（大阪市の例）にしめしたとおり，休業H

なしが約35％，これに不定28％を加えると，実に6割以上が概ね年中無休で

あったらしいのにくらべ，さいきんでぱそれが2割強ほどに減少し，休業日

数もかなり急速に増加している。そうして，この傾向は商店の規模が大きく

なるほどはっきりしている。

　営業時間は，戦前（大阪市の例）では，14時間以上のものが52％に上り，

第29表　　休業日回数別商店数（洋品雑貨・小問物1」、売業）　（oの

区 分　合　計　な　し　∫1に1回！Mに2回月に3　［til毎週1回‘その迎

昭和34年

　　・12年

1～4人

5～9人
10～19人

20～49人

50～99人

100人以上

100．0

100．0

ユ00．0

100，0

100．0

100．0

100．0

100．0

24，0

22．1

23．8

8．9

9．5

18．9

9．3

14．3

55，4

ユ2．3

12，6

9．5

11．7

10．8

120

14．3

16．2

24．8

24．6

28．7

23．6

15．2

19．4

14．3

り4

19．4

19．1

24．6

17．9

12．4

11．1

2．1

15．3

13．5

24，2

34．S

39，3

45．4

15．7

6．0

6．3

4．1

2．5

3．4

2，s

11．4

（注）通産省「中小商業基本調査」（34年10月）および「第2回商業実態調査」（42年10月）に

　　より，通常の月の状態をしめす。規模別は42年の内訳。
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箒30表　　営業時間別商店数（洋品雑貨・小間物小売業）　（％）

区　　　分

［｛；｛矛0　34　fド

　　42年

1～4人

5～9人
10　～　19ノ、

20　～　49ノ＼

50～99人

100人以上

（注）前表に同じ。

合　　計

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0

100．0’

8時間
未　　満

　　0．2

　　5．2

　　5．3

　　2．0

　　6．2

　11．8

　20．4

　14．3

10時間
未　　満

2．8

32．2

31．3

33．9

38．S

65．9

64．8

51．4

12時間
未　　満

　　5、6

　34．4

　32．8

　50，7

　47．0

　18．0

　14．8

　34，3

14時間
未 満1以

33．3

23．3

25．0

13．0

7．1

4，3

14時間
　　上

　58，1

　　4．9

　　5，5

　　0．4

　　0．9

そのうち16時間以上が16％もふくまれていた（前号第7表参照）。戦後も昭

和34年当時は営業時間がまだかなり長く，戦前とあまり変らない様相を呈し

ていたが，42年になると相当大巾に短縮した。この場合にも規模の大きい商

店ほど，営業時間が短かくなる傾向が明瞭である。高度成長下ての若年労働

力不足が大きな原因であろう。しかし，こうした一般的な傾向とは逆の潮流

があることも，決して見落すわけには行かない。日本商工会議所が，昭和38

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロリ
年と42年の2回にわたって実施したスーパーマーケットの調査によると，年

中無休の店舗の割合は16．9％から27．8％へ，週休のものの割合も26．4％から

35　．4％oへ増加している。ということは，月1回～3回休業するものがそれだ

け減って，休業口について，いわば両極分解の現象がみられたのである。そ

の後の調査がないから，現状ははっきりしないが，新聞・雑誌に散見すると

ころによると，経営者の間に「消費老の利益」を旗印として，年中無休の長

時間営業を主張する空気が強いようで，ましてこれから外資が本格的に上陸

すれば，この傾向はいっそう強まるおそれがある。交替制をとれば，商店の

休業日数や営業時間と，労働者の休日，労働時間は少なくとも理屈の上では
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全く別のものとなり得るのだし，まして後者にぱ労働基準法の枠があるのだ

から、それはそれでよさそうに思えるかも知れないが，実さいはそう簡単に

割切れない。労働基準法にしても，いずれ後述するように，ほとんど守られ

ていないといってもよい程の状態なのだから。ともかく，つぎに労働者自身

の出勤日数と実労働時間をみよう。

　労働者の休日と労働時間

　第31表と第32表のしめすとおり，一応は卸売業・小売業ともに出勤日数減

少の傾向志労働時間短縮の傾向がみられる。しかし，その間にあって，す

でに賃金について指摘したのと同じ産業別，規模別の格差がここでも明瞭に

あらわれていることが，まず注目されねばならない。

　つぎに，休口の増加，労働時間短縮の傾向は，統計数字より相当割引く必

要がある。それは企業の就業規則（したがって合法的なもの）にきめてある

日数・時間であって、実さいのものとはかなり遼うからだ。労働基準法はど

の業種ても違反企業が大部分であるが，そうした中でも工業的業種に比べる

と卸売業・小売業は違反率（違反事業場数／定期監督実施事業場数×100）

1く． ］
」
ー
ノ

調査産業計｜

　卸売菜小売業　．

　　却　　売　　業

各郁商品小売業

識物衣服身のま
わり品小売業

飲食料品小売業

第31表　平均月間出勤II数

40年

23．6
（24．8）

24．4
（25．7）

24．3
（25．2）

24．3

41年

23．5
（24．7）

24．4
（25．7）

24．2
（25．0）

24．4

42年

23．5
（24．6）

24．4
（25．5）

24．2
（25．0）

24．4

43年

23．4
（24．6）

24．4
（25．4）

24．3
（25．0）

24．5

44年

23，1

（24．4）

24．1

（25．3）

23．8
（24．6）

24．1

45年1

－’ －i・

1

22．9
（24．3）

240
（25．1）

23．7
（24．5）

24．1

（25．9）　　　（26．0）　　　（25．9）　　　（25．8）　　　（25．7）　　　（25．1）

（26．1）　　　（26．1）　　　（26．2）　　　（26．0）　　　（26．0）　　　（25．6）

（注・労働省「労働統計年報」（1970）。調査産業計および卸売業・小売業計にはここに掲げた

　　もの以外の産業・業種が含まれている。（）外は30人以上，（）内は5～29人の事業所。



64　　商店労働の歴史的展開（．ド）

第32表　平均月間実労働時間数

1区　　分

｛調査産業計
レ・売業撒

：　卸　売　業

ト

　　各種商品小売業．
L
；　　織物衣服身のま
‘　　わり品小売業
i
　　飲食料品小売業．

（注）前ノミに同じ。

40年

192．9
（201，5）

192．0
（204，5）

191．4
（20－▲，7）

ユ95．4

41イ1こ　　　　　42イド

193．2　　　193．0
（201．1）　　（199、8）

191．7　　　191．2
（202．5）　　（201．6）

190．6　　　189．5
（203．6）　　（202．3）

195，4　　　196．3

M4

192．7
（2（艮）．5）

191．0
（204．1）

1S9．0
「201．3）

196．1

44∫ド　　　　　．▲5｛卜

190．0　　　　187．7

（196．9）　　　195．S）

188．3　　　185．7

（199．9）　　1gs．5）

1S5．1　　　　1，S6．t｝

（1と，S．4／　　1％，S）．

193．2　　　1口：～．5

219．3　　　220．2　　　219．4　　　　218．2　　　　21－L2　　　Llt｝S．t）

219．2　　　215．7　　　207．2　　　214．4　　　212．4　　　」｝9．3

（川

がかなり高い（前者75　．3％，後者87．8％一昭和43flつ。そうして，途反，jil項

はまさにいまここで問題としている休日，労働時間や，時間外労働へ；1．刊増

賃金の不払などが中心となっているθ）である。

　同じ小売業の中でも，競争のとくに激しいスーパーでは，とり分けこの違

反が「｜に余る。ちょうど43年の11月，問屋と疑似百貨店（スーパー）につい

て一斉に抜き打ちの調査が実施された。その結果は，問屋の場r談施事集所

3，273のうち違反事業所2，986，違反率91．2％，疑似百貨店の場合は2，657の

うち2，463で違反率92．7％と出た。この場合ももちろん労働時間と！］こ：1に関

する事項が中心で，ほかに深夜業，就業制限，住込み施設に関するものもみ

られる。

　以下これらの関係をもう少し具体的にみよう。

　「ただでさえ長いチニーンストアの労働時間が延長されそうな状況にあ

る。一部の店では2交代で9時半まで営業で，週1日の休みもとりにくいと
⑯

いう」。営業時間が延びれば，労働時間にもひびかざるを得ないからだ⊃労

働基準法の網の目をくぐり，残業料を「節約」するという一石二鳥のねらい
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から，定刻になるとタイムレコーダーを押させ，その後の残業は当人…日由

意志による居残りという形をとらせたところがある。昭和44年の春，；くξの

月賦百貨店で，タイムレコーダーでは退社した筈の社員が会社で事故死Lた
（1η

事件で，二ういうカラクリが明るみに出た。

　r地方百貨店が営業時ll男の規制を受けないスーパー攻勢にたまりかねて、

閉店時開を延長したいと要請し，これが昨年（昭不n44年一筆者）7月，百貨

店法施行令の改正で認められるという一幕があった。

　百貨店の労働組合も労働時間の短縮問題と取り組んでいたが，一応二の延

長を認めた。……それからは『一日の労働時間を減らす代わりに，休日増加

で総労働時間の削減を図る』という方針に多くの組合の姿勢が変わりつつあ

る。

　百貨店以外にも営業ll芋間の延長の代償として休口増を約束する企業かでて

いる。九州の淵上・丸戊くのスーパー部門は昨年7月，40分の営業時間の延長

と同時に隔週週1イこ211制に踏み切った。

　このように流通業界では営業時間延長との関係で週休2日制が導入されて
　　　　　くゆ
いるといえる」○

　大きな傾向としては統計のしめすとおりであるとしても，その具体的ぷ内

容，個々のケースとなるとなかなか複雑で，労働時間延長が休口増加二州奥

えとなっている場合の少なくないことを，上の記事はしめしていろ。

　しかも，そういう代償を支払った休日でさえ，真の休「1として与えら、itピこ

いるかどうか。週休2n制に踏み切った卸売業者や大規模小売業者が、頻り

と新聞紙ヒにll艮導さノビ．こいるが，どの記事をみても，必ずといってよいほど

「社員に勉強する時「il］を与え，一人一人の生産性を高める」という1；躯が使

われている。もちろん，休「1の使い方は当人の自由かも知れないが，仕’拝の

種類と与えられたノルマによっては，自宅での　　したがって無料の休日勤

務　　にだりかねない。管理職レ『進に試験制度をとるところもあるいだから

いやでもおうでも1勉強」せねばならないだろう。これをムキ出しにLたの
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が某スーパーの社内学校制度だ。　r同祖よ今月から週休2日制を導入したの

に伴．＼従菜nの休Hがふえるため，ふえた休日には社内学校に通わせ，従

業員の質の向一ヒを］’91ることをねらいとしている。……年間決められた一定の

教課を受講すれば自動rl！Jにチーフ（主任）になる資格が与えられ，第一線の

若r一の幹部養成に役立つとみている。ILI由参加だが男女合わせて生徒数は

　　　　　　　　　くゆ
1000～1500人の見込み」。こういう「余暇利用」型は，さすがにめずらしい

のだそうだが、社内学校，人材センター，研究所等々の名称を有する施設が

ぞくぞく誕生している。そうして，その中には受講生（従業員）から相当な

授業料をとっているところさえある。売買技術の変化の激しい時代に，教育

訓練が必要であり，やり方によっては商店労働者m身のためにもなる一労

働力の質が陳腐化するのを防ぐ意味で一ことは分るが，ふやした筈の休日

をそれに振り当てたり，平rlの労働強化を強制する形で進めるのは，決して

身｛ましい形と1まいえまいo

　モーレツ時代

　休日増加や労働時1｝｝1短縮の傾向が，労働基準法違反件数のしめすように，

必寸Lも額面どおりでないのは前述のとおりだが，統計がまるきり嘘だとい

らわ1十ではなくそういう大きな社会的な潮流があることも否定出来ない事実

てある。したがって，使川者の側では短縮した時間に，より多くの労働をつ

めこむように種々の工夫をめぐらすことになるわけで，モーレツ社員の特訓

がそれてある。医‘ji：評論’家・水野肇氏の説を聞こう。

　　猛烈社員の特訓は，いくつかのメカニズムのようなものをもっている。

ます、第一に問題だと思うのは，大きなカケ声をかけさせ，肉体ギリギリの

線まてからだを使わせ，それによって，脳の巾で理性をつかさどる「新しい

皮質・1をマヒさせて，知識，判断をそう失させてから，いきなり本能をコン

トP－・レする「古い皮質」に宿る集団欲に訴えている。

　二・り方法は，戦時中の下士官教育とまったく同じである。人間本来の「創

造．を否定して行なっているわけで，xX前頭葉そう失人Ui］　NXを製造している
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ようなものであるe……

　猛烈社員の特訓は，たしかに一応の効果は示しているといわれる。特訓後

急にファイトをもやして売りまくった販売員もいるそうだ。しかし，それは

芸を仕込まれたイヌと同じで，その会社の販売員としては役に立つかも知れ

ないが，もともと，創造的でないために応用がきかず，他社では役に立たな

いといえるだろう。これが反対する理由の二番目である（もっとも，使用者

の目からみれば，自社だけに役立ち，他社に引抜かれる心配がないとなれば

全く好都合で，それこそねらいθ）一つだといえるのではないか一筆者）。

　各会社の特訓を見ていると，販売員の特訓が非常に多く，企画室のような

頭脳を使うポストの特訓はない。これは，まさに日本の経営者根性まるだし

というべきだろう。技術革新によって，工場や会社内のかなりの部分は機械

化され．オートメ化されている。ところが，販売部門の販売員は，機械化で

きないし，電子頭脳といえども手を焼いている。そこで，この部分を特訓に

よって、機械なみにしようというねらいがあるように思えてならない。

　事実、いまの猛烈社員特訓は，人間を馬車馬のように働かせようという意

図がありありと見えている。まだ，電子計算機で機械化できない部分を、機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ械なみ“に働かせようとしているといっては過言だろうか。」

　昭和44年の9月に，ある月賦百貨店で社員研li参隊と称する組織が発足し

た。社Ekを軍隊式に鍛えるためて，若手社nのなかから健康，集金実績など

を考慮した成績優秀者を入隊させ，2週間の合宿でn己管理と規律訓練をた

　　　　　　　　　　　　　　　　　ビリたき二み，未知の、戦場“へ出動させる。　、戦闘、は12「1間，小隊ごとに成

績を競わせた。同じく月賦大手のある店では，Zカード制度を編み出した。

各人の販売日標を定め，達成率を5日目ごとに集計して，成績の悪かった10

人に，プラスチック板で作ったZカートを渡す。カードの裏に，「早期返還

を期待します1と書かれているそうで，もらった店員は5日間それを胸のポ

eヅトに入れて置かねばならない。店長は売場を巡りながら，その店員たち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆのポケットを，「さりげなく」たたいて激励するのだという。
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　そうして，月賦百貨店では店員に売上目標をr自主的」　　実さいは期を

おって高められるので強制と同じ・一　にきめさせ，その成績を人日につくと

ころにはり出すなどの形で圧力を加えるから，やむなく白分自身が店の商品

をむりやり買いこむとか，親類縁者を動員するとか，生命保険の勧誘員と同

じような泥ぬまにはまりこむものも少なくないと伝えられている。

　ある百貨店では、休憩バッジ制度をとっている。このバッジをつけていな

いと食事などの休息がとれない。バッジの数は人員より少ないのて，早く帰

ってこなければ交替老が食をとれない。労働者が仲間のために食事時間を切

りつめざるを得なくした巧妙なやり方である。

　勤務中に行なう教育訓練（0．J．T）も，それが教育の方法として合理的

であるかどうかは別として，受ける側では余分のエネルギーを消費するのだ

から，それに見合った労働時間の短縮が九ミい限り，労働強化の別の形であろ

のを否定することはできないだろう。

　こうして，あの手，この手の労働強化にせめられては神経がもたないtそ

二で，ある大型専門店では，「ストレス解消室」をつくった。室内に日分が

デブやノッポにみえる鏡をそなえ，皿を叩き割ったり，落書したりできる仕

組みだそうだ。これは冗談でなく本当の話で，そうまでしないと人間：うミ焼き

きれてしまうのである。以ヒは，すべてこ二2～3年間に新聞（主とLて日

本経済新聞）にのった記事を拾い集めたものであるが，ごくさいきん、モー

レツ時代は終ったという，ある衣料品問屋の常務の談話が報導された。高度

成長に対する反省ムードがその底にあると思うのだが，はたして，そう簡単

にモーレツを清算することができるかどうか。なぜかというと，経済の1茂長

率が鈍化すればするほど，販売面での競争は激化するからである。ぞξしから

また，水野氏の説にもあるとおり，売買は機械化が困難であるために、昔か

ら「根性」に頼らざるを得ないという，生産とはやや違う性格を担っている

からである。あまりにも非人間的なモーレツ主義が，使用者の反省や良心だ

けでなくなると期待することはできない。生きるか死ぬか，喰うか喰われる
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かの競争場裡に彼竿は立っており，ここでは個人の主観をこえた客観的な競

争の力が支配する。某準法違反はもちろん、不合理なモーレッに終止符を打

ち得るものは，対抗勢力としての労働組合の発展を措いて，ほかにないであ

ろう。

　さいきんの組合勢カ

　ー時は百貨店労組を網羅して，強大な勢力をほこった全百連（全口本百貨

店組合辿合会）ではあったが，脱退する組合が出はじめ，いまでは有名無実

の存在に転落し，これに代って，45年10月，商業労連（日本商業労働組合連

合会）が発足した。伊勢丹，東急百貨店，松屋などの労組が中心で現有勢力

は約6万人という。ただし，三越，大丸，高島屋，松坂屋などは加盟してい

ない。なお，商業労連は総評，同盟など上部団体と一線を画し，政治色を排

しているのが特色。

　一方，急成長をとげつつあるチニーンストアにも，労組が誕生していっ

た。31年の東光ストアを皮切りに．33年赤札堂，40年ダイエー，43年西友ス

1・アと続き，44年以後はチェーンストア労組の結成ラッシュと【乎ばれる時期

に入・）た。そういう背景の下で，4111illJj，チェーン労協（全国チェーンス

トプ労働組合協議会）が連絡機関として設置されたが，45年11月，そのうち

の同盟系労組が流通共闘会議（同盟流通労組共闘会議）を結成し，46年11月

にチニーン労協を脱退して独立の勢力となった。現有勢力はエ＝一ン労協約

3万人、流通共闘会議約5万5千人とf云えられる。　このほか，チェーンスト

アて商完労連に加盟している組合も若干ある。

　二iLら組合の当面の問題は，いうまてもなく，賃金，休日，’）3’働時間，そ

J）他の労働条件をム㌧ぐるものだが，スーハーマーケヅト特右の職菜病として

：．rんしょう炎が淫びヒって来た。チ，＝ッカーの打刻川数増加（労働強化）に

ともな・、て発生したものて，肩の痛み，指のしび！i，腕の：ナいれんなどが主

な症状ご二た日に1よ分らないので，はたして真の職茱病であるか，心理的現

蒙に∋ぎないか、はたまたズ・レ休みの口実ではないかなどという点をめぐっ
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て関係者で論了ナ中である。

　ともかく，こうしたわけで，組合数，組合員数は，つぎのとおり増勢を続

け，さいきんでは，卸売業・小売業全体で約64万4千人を数えるに至った。

30年

35

40

45

46

組合数

L715

1，854

2，814

3，863

4，152

組合員数（うち女子）

　165，　863人

　203，314

　399，938　（167，192）

　586，800　（245，808）

　643，739　（271，662）

　しかし，ふえたといっても推定組織率は45年で8．5％，46年で9．5％にすぎ

ない。46年の全産業平均組織率は34．9％だから，これと比べると卸売業・小

売業の組織率がいかに低いか明瞭である。ついでにいえば，ほかの産業で組

織率の低いのは，漁業・水産養殖業1｛）．5％，サービス業23．6％などとなって

おり，それらと比べても，ほとんど質的といってもよいほどの差がある。

　しかも，これは卸売業・小売業を一本にした組織率で．両者を分けれは卸

売業の組織率が相対的；こ高く，小売業のそれが低いのは，各種の兆候からみ

て明らかである（たとえば，個人1▲喋主，家族を除く常時雇川従業者の絶対

数は卸売業ソ）方が小売業より多く，総従業者中の比百も前者が81％にの已る

のに，後者ては39％にすざないなど）。　だから，もし小売茉だけの組織率を

計算てきたら，9．5％よりずっと低くなるといえるであろう。

　それに加えて，組織率に規模別の格差が大きいことは見落せない。これは

全産業についても明瞭で，灼年についていえば29人以下の企業規模では・L9

％にすぎなかった。東京都が290の卸ソヒ業・小売業について45年10月現在で

調査したところでは，組合のある’1｝：業所の割合は，30～49人規模で3％，10

～ 29人規模で1％，5～9人規模て0，1～4人規模で1％であった。小零

細規模では，労働組合のある企業は一般にごく少ないが，卸売業，小売業で

は，全くないといってもよいような状態になっているのてある。
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　同じ東京都の調査から，労働組合についての業者の意議をみると，卸売業

小売業290事業主のうち，あった方がよい15％，ない方がよい23％，どちら

でもよい43％，無記入19％で，極めて消極的である。労働者の方は業種別で

なく職種別にまとめられているので，販売関係従業員（523人）の意見をみ

ると，あった方がよい47％，ない方がよい7％，どちらでもよい31％，わか

らない12％，無記入3％，以上の合計87％が労働組合を知っているものて，

ほかに労働組合というものがあることさえ知らないものが11％，全然答えな

かったもの3％である。とにかく，業者よりは組合の存在を望むものが多い

にもかかわらず，実さいは前述の状態に放置されているわけだ。それと同時

に，たとえ小零細規模で企業別の組合を組織したとしても，事実一ヒ，企業側

の労務管理の手段以上のものにはなかなかなり得ないことも指摘されねばな

らない。

　組織拡大の可能性

　小売業における労働組合の組織率が低いのは，ll本特有の現象ではない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆイギリスでも1961年に，男子では14％，女子で11％程度だったというし，ア

メリカでも非管理職の5～10％ぐらい（ただし輸送・保管関係の労働者では

　　　　　　　　　　しの
もう少し高い）だという。こういう数字は，分母と分子の範囲のきめ方でか

なり違ってくるから，それ自体はあまり屯視できない。しかし，小売業での

組合組織率が低いということだけはたしかだといえるだろう。したがって、

この点については．それぞれの国の社会的経済的ソ判吉が問われる前に，小売

業特有の原因がまず究明されねばならない。

　マックレランドは，これについて，つぎの5点を指摘している。

　1．自営業主と無給の補助者の割合が大きく，若年者，女性，ハート昨

　　マーの比率も大きいこと。

　2．就業の場所が小さく，かつ分散しており，しかも労働者の回転か高率

　　であること。

　3．そこで，支店長のような監督的な立場に“tlつものの割合が，小さごグ



72　　商店労働の歴史自勺展開（下）

　　rL一プで就業する場合には必然的に高くなること。

　・1．　【早進の可能性と，自分を中聞階級とvl‘’る考えが組合加入をためらわせ

　　ろこと。

　5。労働条件は過去も現在も劣悪で，賃金は低いのに，経営者と労働者の

　　接触が密接で，そのため，仕‘i｝：のやりがいがあるようにみえるし，また

　　実際に快適である場合もあり，変化と興味にもとんでいること。

　以上の1から3までは，いわば技術的な側面に関するものといえるだろ

う，そうして、それが組識化の進まない屯要な原因であることは全く疑いな

いところだが，チエーンストアの発展に代表されるような売買の集積，資本

集中の進行のなかで，ある程度まで克服されてゆくものと考えられる。とい

うの二、手工一ンストアの発展に対抗して，中小企業者の側でもボランタリ

ー チニン，フランチャイズチエーンのような組織加入を進めざるを得ないか

らだc今nまでのところ，これら中小企業者の組織は，専ら業者サイドの競

争力強化，利潤増加の観点からだけ進められている。そうして，加盟店は

一独立、1の企業であるという観点から，その労働条件の比較，統一などは労

働者の側も全く問題としていない。個々の店の都合で労働条件が千差万別で

あり得るというのは，ボランタリーチエーン等が木来のチr一ンストアに対

して．仔トる，おそらく最有力といってもよいほどの競争力の源泉ではなかろ

うかtしかし．ボランクリーチエーンやフランチャイズチエーンの活動が高

め∴b｝tば、必然的に労働者の交流する機会（たとえば教育訓練の集会な

ど）こ増・た＋ろ。そこに組合活動のひろがる可能性があるように考えられ

」1、．　tこだし，これを現実のものとするにはたぶん長い時間が必要であり，ま

た．y－．；く：’）努力が払わ．｝τねばならないだろうで

　　　L「L二1ンドの指摘する4と5の条件は、いわば祉会的経済！l勺な側面に

関づ∵，1の二ある。そうして，その阻りこれば大企業の労働者にも共通して

いろのてii；，るから，1～4の条件よりいっそう根源的な問題といわねばなら

たい’E・J、⊃。そして，私はこれにもう一つ6として、売買担当の労働者が，
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生産・加工労働者と違う次元で，相互に競争する、∫’1場に置かれていることを

つ：ナ加えておきたい。どういうことかというと，商品の生産についてはA企

業が小i♪｛三高を2倍にしたからといっても，売れるかどうかを別とすれば、B

企茱が生産を半滅せ〕ユばならない理山はなにもない。どれだけ作るかは各自

の勝手である。もちろん，コストを下げるための競争は激烈であるが、少々

の差ならば利潤率や賃率に影響するだけで，これですぐに破産ということに

はならない。ところが，一定の地域で競争を展開している商店の売買の場合

には．Cが売上を倍加すれば，それはすぐD，　E……などの売上減少に結び

つく。たしかに，「需要を創造する」ということがよく云われるが，それは

競争業者の売上を奪ったり，他業種に向う需要を引き寄せたり，あるいはせ

いぜい貯蓄をやめさせるとか，過去の蓄積を吐き出させたりできるだけであ

る。信用販売も，結局は将来の需要の先取りにすぎないのであって，買手の

所得の枠をこえた需要を創造するなどという手品ができるものではない。本

当に需要を創造しようとすれば，所得の増加をはかるほかないのだから，そ

れは商品の売手としての商人にはどうにもならないことだ。つまり、売買コ

ストの問題以前に，売買の16：的な面でこういう喰うか喰われるかの競争があ

るcそれは資本の競争で，労働者のそれではないというのはたしかだが，そ

れてに　これが労働者の企茱帰1属意識や，対抗意識をあおる客観的根拠であ

るの二否定てごまい。しかも企業間ばかりでなく，同一企業内の，同じ職場

にお．．ご：さえ、賃金ll｝iJ度などによって労働者相互の競争があおり立てられ

るcさきに引用した「Zカート」制度などもその一つだ。この場合にも，あ

る程度まで企業間の競争についてみられたことがあてはまるのであ・，て，誰

かが売ヒをうんと仲ばせば，ほかの者の売トが喰われる。ところが相並んで

作業している生産部而の労働者の間には，こんな関係は存在しない。

　以上の社会的経済rl勺条件が，なかなか変りにくいのはたしかである。もっ

とも変りにくいといっても．内側をのぞいてみると，二つの相反する傾向が

相互にその発現を抑制しあっているのであって，決して固定した状態にある
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というわけではない。

　一つの傾向は，大きなチエーンストアの労働者からは，次第に中間階級の

意識が薄れつつあり，また，中小商店でも独立の機会が狭められるにつれて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じり
一
種の無力感，絶望感のひろまる気配があるということである。これこそ経

営者にとっては大問題で，5の条件を強調することで「やる気」を出させよ

うと苦心するのもそのためにほかならない。では，5の条件はどうか二いえ

ば，これも売買労働のうちの「人的販売」の役割りが小さくなるにつ’tして，

ますます無味乾燥なディリーワークがふえつつある。商業使用人と業主との

関係が，雇用であるか委任であるか（さらに雇用と委任はどう違うか，違わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　じりないか）について，法律家の問に論争があるのも，この「人的販売」の特殊

性に負うところが大きいと思うのだが，そういうあいまいな関係がだんだん

薄れて，資本と賃労働の関係が，この面ては鮮明になる傾向がみとめられ

る。

　しかし，反対の傾向もある。それは，さきにみた通りいろいろの問題を含

むにしても，任看元や労働条件が長1り］的にはとにかく向上しつつあること二二

れはいうまでもなく，4および5の条件を強化する方向に作用すろ，

　こうした‘li二情のため，商店労働者の組織化は，とくに中小企業の場合どこ

の国でも非常におくれた水準にとどまっている。これをどのようにして推進

するかは，ただに商店労働者の運命にのみかかわる問題でなく．口の社会・

経済全体の進路とも関係する爪要な課題’（5’あるといわねばならない。

　む　　す　　び

　以L，3回に分けて述べて来たことを，ごく簡胸こ要約するとつきハとお

りである。

　1．　資本主義び）発展につれてn川品の場合，売買労働過一1’ll1，は座売り∩E札

なし）　　陳列販売（正札つき）　　セルフサービスという経路て変化したっ

それによって売買労働の，fll点は，特定のr）E　T’，買千の面と向っての交渉から

それ以前の，不特定多数を対象とする売りの労働にますます多く置かれるよ
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うになった。

　2．これに伴って，売買労働過程に分業が多くとり入れられるようにな

り，熟練労働が不熟練労働に置きかえられていった。そうして，徐々にでは

あるが，日本的な丁稚制度の崩壊と，近代的な商店労働者への転化が進行し

た。このような変化は，売買の集積・集中が一定の水準に達していることを

前提としているが，また結果としてそれを大いに促進することになった。百

貨店やチエーンストアに代表される大資本が成立し，次第にそのシェアーを

拡大しつつある。

　3．売買過程の変化に即応して，主要な労働手段である店舗の構造も変わ

った。だが，それはまさに売買労働過程の技術的進歩に即応して変化したの

であり，生産部面において，機械が道具にとって代ったときのようた積極

的，かつ深刻・広汎な影響は持ち得なかった。これが，手工業的レベルの小

零細企業がなお多数存続し，大企業内部においてさえ丁椎制度が変質しなが

らも長く残存した百要な原囚の一つと考えられる。

　4．生産部面の機械に比すべき労働手段がないということが，資本による

労働の統帖に独特の性1各を賦与する。生産部面では，機械が労働の規律や強

度などを「自動的」に律するが，売買過程ではそれが不可llEだから，物質的

精神的刺戟や「根性」により多く依存せねばならなくなる。これが，戦前の

「軍ごli：的・封建的」統轄となり，戦後の「モーレツ主義」を生んだ。と同時

に，労働者の側にも売買労働それ白Hgの特殊な性格や，独立開店の望みなど

から，それをあえて受：ナ入れる傾向がある。

　5．小売業の負金，労働条件は，世界的にみても他の産業に劣っている。

規模別の格差も大きい。なぜそうなのかということは，前項とも関連するが

主たる原因は労組の発展が：おくれており，しかも大企業に著るしく片寄・、て

いるということてはなかろうか。二こでついでに希望をのべておけば，労働

関係の諸統計の多くが卸売業・小売業に一本fヒされていて，小売業だけを詳

細にみることがてきないのを，何とか改善して欲しいということである。本
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文で不充分ながら明らかにしたように，卸売業と小売業とでは同じ商業とい

っても，労働力の質，労働条件などに非常な差があり，これを一本化した統

計は場合によってはほとんど無意味に近いからである。

　6．労働条件を改善するには，どうしても労働組合の組織化を進める必要

があるが，それには独特の困難が伴っており，とくに小雰細商店の労働者に

は，全く何の組織もないといってもよい現状である。これをどうするか，急

に役立つ処方箋はなさそうだが，どうしても解決して行かねばならない問題

である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
　7．それと関連して，ここではほとんど触れなかったが，小零細業者とそ
　　　　　　　　　　　　　　　
の下にある労働者の利害をどうとらえるか（組合を組織するかどうかもその

一
つ）ということが極めて重要な問題である。小零細小売業者を労働者の

「同盟軍」とする明治以来の伝統的な思考からすれば，何も問題はないとい

うことだろうが，実際には，最も劣悪な労働条件が，ほかならぬここで支配

的なのだという事実も，否定することはできないからである。（注の28参照）

注（1）日本百貨店協会　日本百貨店協会10年史　昭和34年5月　143～144ページ

　　（2）労働省　労働組合基本調査（各年）

　（3）日本百貨店協会　前掲書　145～146ページ

　（4）毎日新聞　昭和26年12月18日号

　（5）三越労働組合全国協議会　三越労連10年史　昭和38年10月　18～20ベージ

　（6）週刊新潮　昭和45年8月22日号

　（7）三越労働組合全国協議会　前掲書　6ページ

　（8）日本商工会議所　流通スペシャリスト（流通専門技術者）の需要動向に関する

　　調査報告書　昭和46年3月　9～10ページ

　（9）労働省　労働統計年報（昭和45年）　昭和46年12月

　ao）通商産業省　中小商業基本調査報告書　昭和36年5月

　ω　大阪市役所　大阪市商業調査概要（昭和10年）　昭和12年10月

　⑫　東京電力（株）商店街における再開発への意向調査について　昭和44年2月

　⑬　東京商工会議所　商店における退職金の実態　昭和42年4月

　　a4　日本商工会議所わが国におけるスーパーマーケットの現状　1963，1968・昭

　　和38年12月，43年6月
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　　　　　　東京都小規様事業所労使関係実態調査結果（解説篇）　昭和16年L’）］

　　　W．G．　McClelland，　Cost　and　C●mpetition　iIl　Retaillng．19（36，　p．57

　　D．T．　DL］nean　and　C．　F．　Phillips，　Retailing．1967，　p．26S

　　昭和44年の春，人一倍まじめで評判だった，ある酒屋の店員が，睡眠薬をび）ん

　で25才の若い命を断った。長野県の伊那谷から中学卒業と同時に上京し，二10年

　kったらノレンを分けてもらう」口約束をたよりに，それまではどんなIJ遇を受

　げても文句をいわない決心だったという。1万8千円の月給のうち，3千円だげ

　こづかいにし，あとはみんな貯金して独立にそなえていた。いよいよ㍑ち二待っ

　たその日が来たが，10年ぶりに上京した父を交えて店主と話合った結果，まだあ

　と3年は無理ということに1なったそうで，当の青年は，中華料理店のおやじに

　「やっぱり店を持つのは大変なんだな」ともらしていたという。それからひと月

　後に彼は死を選んだのである。あて名のない簡単でありふれた遺、【㌍通を［1［上に

　のこして。遺1巾こあて名を、㌣かなかったのには，それなりの意味があるように思

　う。彼は，誰が自分をそんな立場に追いやったのかということを，i’｜分の苫悩を

　誰二訴えるべきかということを，知らなかったのではなかろうか。

　　この事件を，ただの遇然的，例外的なものとみなすことはてきない、同じ思い

　で死にきれずにいる者がまだどれだけいることであろうか。　Clll件の泌並∴週

　i二1」朝Ll　ill’｛和44イド4月11r．1号｝こよる）
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